
１　地球温暖化対策事業者等の概要

（１）　地球温暖化対策事業者等の氏名等

（２）　事業所の概要

分類番号

産業分類名

（ ）

建物の使用形態

(1)

(2)

(３)

㎡

㎡

（３）　担当部署

電  話  番  号
ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号
ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

1

　建物の延べ面積 37,744

L69

不動産賃貸業・管理業

　事業の概要 業務用賃貸ビル　貸出面積（２１，８００ｍ２　５８％）

テナント事業者等
の　　　名　　　 称

業種等
事業所
の種類

4,149

　主なテナント事業者等の概要
　（テナントビル等の場合に記載）

株式会社間組

出光興産株式会社

株式会社　角川インタラクティブ・メディア

テナント事業者等
の　　　名　　　 称

テナント事業者等
の　　　名　　　 称

地球温暖化対策計画書

計 画 の
担当部署

名称

連絡先 03-5573-8109

03-5573-8935

施設管理部　

　敷地面積

地球温暖化対策事業者等の氏名
（法人にあっては名称及び代表者又
は管理者の氏名）

株式会社　共同通信会館
代表取締役社長　石川　聰

地球温暖化対策事業者等の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区虎ノ門２丁目２番地５号

公 表 の
担当部署

名称

連絡先 03-5573-8109

03-5573-8935

施設管理部　

　事業所の名称 株式会社　共同通信会館

　事業所の所在地 東京都港区虎ノ門２丁目２番地５号

1

事業の
業　種

主たる用途

※部門分類 産業 業務

工場 熱供給施設 上水道・下水道施設 廃棄物処理施設

事務所 商業施設 宿泊施設 教育施設

医療施設 文化施設

その他

テナントビル等に該当

不動産賃貸業・管理業L：不動産業

 
 
 



（４）　地球温暖化対策計画書の公表方法

～

アドレス：

閲覧場所：

所在地：

閲覧可能時間：

冊子名：

入手方法：

２　計画期間

年度　　～ 年度

３　温室効果ガスの総基準排出量（工場･事業場の設備等に係るものと自動車等に係るものとの合計）

単位：ｔ（二酸化炭素換算）

合計

2,991

４　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針等

単位：ｔ（二酸化炭素換算）

PFC ＳＦ６CH4 N2O

2,991

公表期間

公表方法

平成18年1月1日 平成22年3月31日

http://homepage3.nifty.com/kyodonews-bld/

２００３年から０４年にかけて大口テナントが全面的に入れ替わった際、事務所スペースの照明器具、個
別空調などは省エネタイプの最新の物に更新した。施設運用面でも、テナントと連携を深め、不急不要の
エネルギーをできる限り削減するよう模索、社員の省エネ意識を向上するための啓蒙活動も粘り強く押
す。

17 21

温室効果ガ
スの種類

HFC

総基準排出量

CO2

総基準排出量ー対策完了時削減量＝総排出量の見込み　　　２，９９１－８２＝２，９０９
テナントエリアの照明・空調は省エネタイプに更新が終了したため、共用部の機器の省エネを計画期間内
に実施し、温室効果ガスの削減を図る。

（計画期間の最終年度における温室効果ガスの総排出量の見込み）

温室効果ガスの総排出量の見込み 2,909

（見込みの考え方等）

ホームページで公表

窓口で閲覧

冊子

その他

 
 
 



５　地球温暖化の対策の推進体制

（２）　事業所における地球温暖化の対策の普及啓発・教育活動

（１）　推進体制

当会館の省エネ対策の進捗状況、最新の省エネ技術動向、運用面での工夫事例などをエネルギーレ
ポートにまとめ　（半年に一回程度）、各テナントに配布

最高責任者
（代表取締役社長）

対策責任者
（取締役事務局長）

各部署の責任者
（部長）

㈱間組
推進員

ｹﾐｶﾙｸﾞﾗｳﾄ㈱
推進員

出光興産㈱
関東第一支店

推進員

㈱角川ｲﾝﾀﾗｸ
ﾃｨﾌﾞ・ﾒﾃﾞｨｱ
推進員

ﾃｸﾆｶﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
（東光電気工事㈱）

推進調整
統括マネージャー
（施設管理部長）

 

 
 
 



６　工場・事業場の設備等に係る温室効果ガスの排出の状況

（１）　基準排出量

　　ア　基準排出量の算定方法

（ ）年度

算定方法：（ ）

　　イ　基準排出量 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

ＣＯ２ ＣＨ４ Ｎ２Ｏ ＨＦＣ ＰＦＣ ＳＦ６

2,991

（２）　建物の延べ面積当たりの基準排出量の状況(業務部門に該当する場合のみ記載）

７　工場・事業場の設備等に係る温室効果ガスの排出の抑制に係る目標

（１）　目標年度 年度

（２）　計画削減量（率）、目標削減量（率）等

ｔ ％

ｔ ％

ｔ ％

基準排出量 2,991

別紙 添付資料（その３Ａ）

合計温室効果ガスの種類

2.6

計画期間の最終年度 21

80

建物の延べ面積当たり基準排出量 kg/㎡・年79.2

削減量 削減率

計画削減量及び計画削減率
（基本対策及び目標対策の実施によるもの）

分類

基準年度中に完了した削減対策のうち、目標対策に相
当するものの実施による削減量及び削減率

2
うち目標削減量及び目標削減率
（目標対策の実施によるもの）

過去３か年度(基準年度)の平均値

特定年度の値

その他

 

 
 



８　工場・事業場の設備等に係る温室効果ガスの排出の抑制に係る措置

（１）　基本対策及び目標対策

区分
番号

区分名称
削減量

（ｔ）
削減率
（％）

根拠資料
対策レベル
の修正　※

1
150200

照明設備の管
理

トイレ照明を人感センサーによ
るＯＮ，ＯＦＦ制御 2 0.07%

8-1

2
150200

照明設備の管
理

階段室照明のインバーター化(人
感センサー付) 4 0.13%

8-2

3
150200

照明設備の管
理

駐車場、スロープ照明器具のイ
ンバータ化 6 0.18%

8-3

4
150200

照明設備の管
理

作業員詰所他、照明器具のイン
バータ化 1 0.02%

8-4

5
150200

照明設備の管
理

監視室他照明のインバータ化(人
感センサー付) 5 0.17%

8-5

6
150200

照明設備の管
理

機械室他照明のインバータ化(人
感センサー付) 5 0.17%

8-6

7
130100

空気調和設備
の運転管理

空調機、ファンに省エネファン
ベルトへの更新 12 0.38%

8-7

8
130300

換気設備の運
転管理

給気ファン用電動機の手動イン
バータ化 22 0.72%

8-8

9
130300

換気設備の運
転管理

給気ファン用電動機のサーモ発
停化 5 0.16%

8-9

10
130300

換気設備の運
転管理

排気ファン用電動機のサーモ発
停化 2 0.07%

8-10

11
120500

熱搬送設備の
運転管理

冷水ポンプのインバーター化 15 0.49%
8-11

12
120700

蒸気の漏えい及
び保温の管理

蒸気ヘッダー仕切弁保温 2 0.05%
8-12

13

14

15

80 2.6% 　　※指針に掲げる「基本対策」を「目標対策」とした場合にチェックする。

2 0.1%　うち目標削減量（率）

　計画削減量（率）

対策
Ｎｏ

対策の区分 　　　　　　　対策の名称
（建物ごとに選定した場合は、建物の名称
も記載すること。）

備考
削減効果の見込み

対策レベル

目標対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

添付書類

 
 



１１　事業所外で実施する温室効果ガスの排出の抑制に係る措置

削減見込量 ｔ－ＣＯ２

　 導入予定量 ㎡

削減見込量 ｔ－ＣＯ２

導入予定量 ㎡

１２　事業所内で計画期間前に完了した温室効果ガスの排出の抑制に係る措置（８（２）以外のもの）

他の事業所で
実施する削減対策

都外には事業所なし

植林、緑化等

その他

上記以外で、他の事業者、
消費者等の温室効果ガス
の排出の抑制に寄与する
取組等

事項

都内には共同通信会館ビル以外の事業所はなし
他の事業所で
実施する削減対策

取組概要

その他

都
内
で
実
施
す
る
措
置

地域住民、消費者、
民間団体等と協働し
て実施する削減対策

植林、緑化等

地域住民、消費者、
民間団体等と協働し
て実施する削減対策

都
外
で
実
施
す
る
措
置

 
 
 



 

１３　温室効果ガスの排出の抑制に係る措置の計画状況に関する自己評価

（１）　温室効果ガスの排出の抑制に係る措置の計画状況

　　ア　工場・事業場の設備等に係る削減対策

「基本対策」をすべて計画化

　

　　イ

「目標対策」を計画化

その他の削減対策

「自動車等に係る削減対策」を計画化

「事業所内で実施するその他の削減対策」を計画化

「事業所外で実施する削減対策」を計画化

（２）　地球温暖化対策計画書の内容に関する説明

「事業所の設備等による対策」について、都が指針で揚げる「基本対策」すべて検討し、施工可能な対策
はすべて計画化した。
「事業所の設備等による対策」について、「目標対策」を計画化した。
上記により、本事業所は、温室効果ガスの排出の抑制について積極的に計画していると自己評価する。

 
 
 
 
 



１４　工場・事業場の設備等に係る温室効果ガスの排出の抑制に係る措置のスケジュール

第１年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度

完了

完了

完了

完了

完了

完了

完了

完了

完了

完了

完了

完了

計画削減量(t) 80

目標削減量(t) 2.11

18

17

17

19

17

11
冷水ポンプのインバー
ター化

12 蒸気ヘッダー仕切弁保温

10
排気ファン用電動機の
サーモ発停化

1.5218

7
空調機、ファンに省エネ
ファンベルトへの更新

11.6420

5
監視室他照明のインバー
タ化(人感センサー付)

機械室他照明のインバー
タ化(人感センサー付)

5.23

20

186

4
作業員詰所他、照明器具
のインバータ化

5.38

0.83

階段室照明のインバー
ター化(人感センサー付)

4.08

進ちょく状況

計　画
達成度
（％）

　　　　対策の名称
（建物ごとに選定した場合
は、建物の名称も記載す
ること。）

対策完了に
よる削減効
果の量（ｔ）

完了(予定)
年　　　度

スケジュール（上段：計画、下段：実績）
対　策
レベル

19

5.54

トイレ照明を人感センサー
によるＯＮ，ＯＦＦ制御

2.11

18

20

延期理由及び今後の実施予定
時 期 又 は 取 り や め の 理 由

備考

3

1

対策
Ｎｏ

2

駐車場、スロープ照明器
具のインバータ化

8
給気ファン用電動機の手
動インバータ化

9
給気ファン用電動機の
サーモ発停化

21.58

5.03

2.38

14.68

削減効
果の見
込量（ｔ）

目標対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

基本対策

 

 
 
 
 



１５　地球温暖化の対策の推進体制等に関する事項

（１）　地球温暖化の対策の推進体制 （詳細）

　　ア　地球温暖化対策統括マネージャー

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

受　講　日 平成17年6月27日

　　イ　地球温暖化対策テクニカルアドバイザー

地球温暖化対策テクニカルアドバイザーを事業所内部で選任している。

地球温暖化対策テクニカルアドバイザーを外部委託で選任している。

　部署名・会社名等

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

取得年月日 平成15年9月10日

受　講　日 平成17年7月1日

（地球温暖化対策テクニカルアドバイザーを都の登録事業者へ外部委託した場合のみ、次の欄にも記入すること。）

登　録　日
（更新日）

平成17年6月10日

　　ウ　主なテナント事業者等の推進員等(テナントビル等の場合に記載）

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

endo.koji@kyodonews.jp

高橋　信一

東光電気工事株式会社

05020008

　氏名

０３－３５１８－２３４９

　地球温暖化対策管理者
　講習会修了番号

０５０５０３０２

都登録番号 EB-051013

　連絡先

　資格要件の名称 エネルギー管理士（電気）

０３－３２９２－２１６０

takahashi-shi@act.tokodenko.co.jp

　氏名

　部署名

　連絡先

　地球温暖化対策管理者
　講習会修了番号

遠藤　弘次

株式会社共同通信会館　施設管理部

０３－５５７３－８９３５

０３－５５７３－８１０９

①

テナント事業者等の名称 株式会社間組

推進員等の氏名（法人にあっては代表者又
は管理者の氏名）

中津川　茂

地球温暖
化対策の
担当部署

部署名 経営企画本部総務部総務課

連絡先
０３－３５８８－５７１０

０３－３５８８－５７１２

②

テナント事業者等の名称 出光興産株式会社

推進員等の氏名（法人にあっては代表者又
は管理者の氏名）

松尾　光久

地球温暖
化対策の
担当部署

部署名 関東第一支店総務課　環境プロジェクトリーダー

連絡先
０３－５５７５－０４００

０３－５５７５－０３７９

③

テナント事業者等の名称 株式会社　角川インタラクティブ・メディア

推進員等の氏名（法人にあっては代表者又
は管理者の氏名）

塚越　真之

地球温暖
化対策の
担当部署

部署名 管理部

連絡先
０３－３５１１－６６１１

０３－３５１１－６６１６

 
 
 
 
 



電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

電話番号

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号

１６　添付する書類

△別紙（　 その３Ａ ）のとおり

△別紙（　 その３Ａ ）のとおり

△別紙（　 その７ ）のとおり

△別紙（　 その８ ）のとおり

△別紙（　 ）のとおり

△別紙（　 その９ ）のとおり

④

テナント事業者等の名称 ケミカルグラウト株式会社

推進員等の氏名（法人にあっては代表者
又は管理者の氏名）

竹村　昌芳

地球温暖化
対策の担当
部署

部署名 総務部総務課

連絡先
０３－５５７５－０５１１

０３－５５７５－０５７１

⑤

テナント事業者等の名称

推進員等の氏名（法人にあっては代表者
又は管理者の氏名）

地球温暖化
対策の担当
部署

部署名

連絡先

⑥

テナント事業者等の名称

推進員等の氏名（法人にあっては代表者
又は管理者の氏名）

地球温暖化
対策の担当
部署

部署名

⑦

テナント事業者等の名称

推進員等の氏名（法人にあっては代表者
又は管理者の氏名）

地球温暖化
対策の担当
部署

部署名

連絡先

温室効果ガス排出量集計結果（基準年度分）

燃料、熱及び電気の使用実績（年度別、月別）（基準年度分）

点検表

削減量の根拠資料

備考　　△印の欄には、計画書に添付する各別紙に一連番号を付けた上、該当する別紙の番号を記入すること。

⑧

テナント事業者等の名称

推進員等の氏名（法人にあっては代表者
又は管理者の氏名）

地球温暖化
対策の担当
部署

テナント事業者等における削減対策に係る資料

その他（建築及び設備概要の整理表）

連絡先

部署名

連絡先

 

 



１　事業活動等の報告（前年度）

（１）事業所における事業活動等 （ 16 年度）

ア　事業所の規模

人

人

イ　主な事業活動

①主な製造製品等

②建物の稼動状況等

時間

テナントビルの場合

％

㎡

データセンターがある場合

㎡

kWh

③その他

ウ　温室効果ガスの増減に影響を及ぼす要因分析

データセンターの面積

データセンターにおけ
る電気使用量

　空室率 64.3

　貸出面積 21,800

　従業員数（概数）
　（臨時職員を含む） 1,500

　主な製品名

　年間来客数（概数） 15,000

　営業時間（一日平均） 10

　生産量　（単位）

 
 
 



共同通信会館消費エネルギーの推移と入居状況　（平成１４年～平成１７年）

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４ ５ ６ 7 8 9 10 11 12

電気使用量
（千kWh） 904 925 907 969 975 897 926 875 894 879 815 908 10,874 900 925 917 923 893 768 705 663 586 493 467 537 8,777 525 540 523 393 388 360 344 339 358 266 272 320 4,628 323 445 498 510 1,776

熱量使用量
（ＧＪ） 981 1,555 2,135 4,093 3,880 2,535 1,673 754 1,133 1,233 1,058 1,069 22,099 854 1,595 2,591 2,702 3,585 2,500 946 645 667 1,089 864 754 18,792 639 994 1,767 2,341 2,340 1,708 679 609 543 872 825 748 14,065 484 812 1,559 1880 4,735

総原油換算使用
量(kl) 254 274 285 351 347 292 278 241 256 254 233 257 3,322 250 275 298 303 318 259 203 184 165 153 140 155 2,703 149 162 177 159 158 135 104 101 104 89 90 100 1,528 94 133 166 177 570

電気、熱
ＣＯ２排出量（ｔ） 412 460 491 647 635 514 468 386 419 420 384 420 5,656 403 462 525 536 582 462 334 297 269 262 237 256 4,625 243 274 318 307 305 251 177 170 174 160 159 173 2,711 155 224 296 321 996

上水道使用量

（ｍ３） 2,686 2,944 2,642 3,124 3,320 2,748 2,780 2,397 2,600 2,311 2,343 2,525 32,420 2,612 2,693 2,678 2,637 2,504 2,701 3,208 1,882 2,055 1,949 1,838 2,100 28,857 2,046 2,140 2,354 1,474 1,444 1,390 1,384 1,537 2,514 2,355 1,321 1,204 21,163 1,210 1,380 1,710 2,120 6,420

下水道使用量

（ｍ３） 2,164 2,293 1,997 2,297 2,355 2,040 2,098 2,028 2,286 1,955 1,985 2,179 25,677 2,204 2,131 2,079 2,021 1,913 1,973 2,437 1,259 1,529 1,294 1,219 1,511 21,570 1,430 1,459 1,534 1,474 1,444 1,390 1,384 1,537 2,514 2,355 1,321 1,204 19,046 1,210 1,380 1,710 2,120 6,420

水関係CO2排出
量（ｔ） 1.6 1.7 1.5 1.8 1.8 1.6 1.6 1.5 1.7 1.4 1.5 1.6 19.3 1.6 1.6 1.6 1.5 1.5 1.5 1.9 1.0 1.2 1.0 1.0 1.2 16.6 1.1 1.2 1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 1.1 1.8 1.7 0.9 0.9 13.9 0.9 1.0 1.2 1.5 4.6

総ＣＯ２排出量
（ｔ） 413.6 461.7 492.5 648.8 636.8 515.6 469.6 387.5 420.7 421.4 385.5 421.6 1,603.0 3,612.5 5,675.3 404.6 463.6 526.6 537.5 583.5 463.5 335.9 298.0 270.2 263.0 238.0 257.2 4,641.6 244.1 275.2 319.2 308.0 306.0 252.0 178.0 171.1 175.8 161.7 159.9 173.9 2,724.9 155.9 225.0 297.2 322.5 844.7 1,000.6

入居状況

9

8

7

6

5

4

3

2

工事状況

８月

１２月

＝

基準排出量 ｔ

平成１６年度

ｔ

ｔ

計画書 0.0 ×

平成１７年５～１１月合計
平成１４度年間

平成１４年５～１１月合計

５～７
合計

平成１７年

平成１４年５～７月合計

5,675.3
3,612.5 0 ｔ

＝

５～１１
合計

平成１７年度

合計

平成１４度年間
＝ 基準排出量

2,991

平成１７年５～７月合計

＝5,675.3
1,603.0計画書（案） 844.7 ×

合計

平成１５年度

合計
平成１６年 平成１６年 平成１７年平成１５年

添付資料（その３Ａ）

平成１４年 平成１５年

平成１４年度

５～７
合計

合計
５～１１
合計

温室効果ガス基準排出量の根拠

共同通信社　３～５Ｆ
　　　　　　　移転

３／２９　５Ｆ入居

　２Ｆ　移転

ジェトロ　移転
６～８Ｆ、９ＦＮＥ・ＮＷ

５／９　８Ｆ入居

４／１１　４Ｆ入居

５／９　４Ｆ　入居１１／２０　３Ｆ入居

５／９　２Ｆ入居

５／９　７Ｆ入居

５／９　６Ｆ入居

　入居

　移転

　空室

B2F.B1F.1F.2F.３～５Ｆ.９F　照明器具　Ｈｆ化工事 　６～９Ｆ　照明器具　Ｈｆ化工事

５／９　９Ｆ入居

３／２９　９Ｆ入居共同通信社　９Ｆ　SＥ，SＷ　移転

 


